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コンテナ船業界におけるアライアンス再編の考察 
―Ocean Network Express（ONE）の事例を用いて―

岡　　　里　佳 
飯　島　颯　士 
中　島　遼　翔

＜要　　約＞

　本稿は，グローバル・バリュー・チェーン（GVC）の基盤であるコンテナ海運業界においてアライ

アンスが再編される際，企業が求める便益，および，便益の中で企業にとって重要性の高いものにつ

いて検証することを目的とする。特に，近年の再編事例である THE Alliance からの Hapag-Lloyd 脱

退および Ocean Network Express（ONE）と MSC の提携を分析対象とした。

　先行研究の整理を踏まえ，アライアンスがもたらす便益を（1）ネットワーク・カバレッジの拡大，

（2）船舶の空きスペースの有効活用，（3）運航頻度の向上，（4）マーケットシェアの向上，（5）オペレー

ション・シナジーの追求，（6）船舶・港湾への投資リスクの削減，の 6 つに分類し，データ分析およ

び企業インタビューを通じて検証を行った。その結果，アライアンスの主要な効果はネットワーク・

カバレッジと運航頻度の拡充にあり，単独企業では実現できない広域的・高頻度な輸送ネットワーク

構築が競争力の源泉であることが明らかになった。一方で，スロット・スワップによる柔軟な連携形

態の拡大は新たなリスクも伴うことが示された。

　また，本稿は，アライアンス再編時に優先すべき便益を企業の立場から示し，将来のパートナー選

定に役立つ視点を提示した点に実務的意義がある。さらに，企業内部の便益の優先度を質的データか

ら明らかにした点に学術的意義がある。

＜キーワード＞

　海運，コンテナ，アライアンス，再編，Ocean Network Express （ONE），THE Alliance，Premier 
Alliance

1．はじめに

　グローバル・バリュー・チェーン（GVC）は，今日の世界経済を支える中核的な仕組みであり，その



46 三田商学研究学生論文集

基盤にあるのが世界のコンテナ輸送である（Borggreve and Wilmsmeier, 2025）。コンテナの登場によって

国際物流の効率化が進み，安価で大量の輸送が可能になったことで，サプライチェーンは世界規模へと

拡大した（松田，2023）。

　しかし，コンテナ船による海上輸送は船舶の建造や運航，港湾設備の整備などに莫大な資金を要し，

単独企業が全世界的なサービス網を維持することは容易ではない（柳澤・鶴田・黒川，2003）。こうした

中で，コンテナ船会社はコスト削減とサービスレベルの維持・向上を目的として，他社との協調体制，

すなわちアライアンスを形成するようになった（柳澤・鶴田・黒川，2003）。

　コンテナ船業界におけるアライアンスでは，複数の船会社が船舶や港湾設備を共同利用し，運航スケ

ジュールを調整することで効率性と安定性を高めてきた（幡野・松田，2023）。さらにコンテナ船業界の

アライアンスは，加盟・脱退・統合を繰り返しながら再編を続けてきた点にも特徴がある。近年では，

THE Alliance からの Hapag-Lloyd の脱退や，Ocean Network Express（ONE）と MSC の提携等の再

編が進む。こうした再編は単なる提携関係の変化ではなく，企業戦略や市場環境に応じてアライアンス

形態そのものが進化していることを示している。

　そこで本研究は，コンテナ船業界における企業間アライアンスの再編に着目し，それによって得られ

る便益を実証的に検討することを目的とする。第 2 章ではコンテナ船業界を取り巻く構造的要因を整

理し，企業間アライアンスの形成と再編の背景にある産業的文脈を示す。続く第 3 章では先行研究を

整理し，第 4 章で仮説を構築，第 5 章で定量分析およびインタビューによる定性分析を行い，第 6 章

で結果を示す。第 7 章で考察を行い，最後に第 8 章で結論と本研究の意義，今後の研究の課題を述べる。

2．現状分析

　本章では，コンテナ船業界を取り巻く構造的要因を多面的に整理し，企業間アライアンスの形成と再

編の背景にある産業的文脈を明らかにする。

（1）海運産業の現状と位置づけ

　世界の海上輸送量は年々増加しており（SHIPPING NOW, 2025-2026），海上輸送は世界の貿易を支え

る基盤である。世界全体の貿易量の約 8 ～ 9 割が海上輸送によって行われており（Swiss Maritime 

Navigation Office, n.d.），日本においても輸出入貨物の 99.5％が海上輸送に依存している（SHIPPING 

NOW, 2025-2026）。すなわち，海運は国際物流の中核的な役割を担っている。

　海上輸送に携わる船舶のうち，貨物を運ぶものは貨物船と呼ばれ（国土交通省，2010），その種類には

液体貨物を運ぶタンカー船，穀物や石炭などを運ぶばら積み船，自動車を運ぶ自動車専用船，そして国

際規格のコンテナを運ぶコンテナ船などがある。運航形態の観点では，石炭や原油などを需要に応じて
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輸送する不定期船と，定められた航路とスケジュールに基づいて工業製品や雑貨を運ぶ定期船に大別さ

れる。

　本稿では，この定期航路に就航する貨物船を「定期貨物船」と定義する。現在では，定期貨物船が運

ぶ貨物の約 9 割がコンテナ船による輸送であり（拓海，2025），コンテナ船は定期貨物輸送の中心的存在

となっている。

（2）コンテナ革命がもたらした国際物流の転換

　松田（2023）は，コンテナ船が定期貨物輸送の中核的存在へと成長した背景には，コンテナという革

新的な技術があったと述べている。コンテナ登場以前の海上輸送は，人手に大きく依存していた。たと

えば，コンテナが本格的に利用される前の 1965 年には，1 人の港湾労働者が 1 時間あたりに扱える貨

物量は 1.7 トンに過ぎなかったが，1970 年にはその量が 30 トンへと急増している（松田，2023）。また，

コンテナ登場後，荷役コストは約 40 分の 1 に減少，つまり 97.5％激減した（国土交通省，2010）。この

ように，コンテナ化は港湾作業の生産性を飛躍的に高め，海上輸送の仕組みそのものを変革したのであ

る（松田，2023）。アメリカの実業家マルコム・マクレーンが考案したこの仕組みは，貨物を規格化され

た箱に収めることで，荷役作業の効率化と輸送の安全性を飛躍的に高めた（松田，2023）。

　2008 年にノーベル経済学賞を受賞したアメリカの経済学者ポール・クルーグマンは，「世界の貿易に

起こった変化を考えれば，コンテナが大きな転換点をもたらしたことに気づく」と指摘している（拓海，

2025）。また松田（2023）は，コンテナを「経済の血液」と表現し，その存在が現代の経済活動を循環

させる要であることを強調している。コンテナ輸送の特徴は，規格化された箱による大量・安価・安全

な輸送にある。これにより，海陸一貫輸送（インターモーダル輸送）が実現し，国際的な生産分業とサプ

ライチェーンの最適化が加速した。すなわち，コンテナ化は輸送コストの劇的な削減と物流の標準化を

もたらし，グローバリゼーションの進展を大きく後押ししたのである（松田，2023）。一方で，コンテナ

化には莫大な設備投資が必要であり，1 船会社で 1 航路を全てやり繰りするのが難しい（拓海，2025）。

世界全体においてコンテナ海上輸送サービスを行うには莫大な資金が必要となり，費用を節約し競争力

を確保するために（柳澤・鶴田・黒川，2003），アライアンスという定期コンテナ船会社による世界規模

の戦略的協定（国土交通省港湾局，2019）が結ばれている。

（3）コンテナ船業界におけるアライアンスの概念と構造

　アライアンスについて，Yoshino and Rangan（1995）は，パートナー企業が継続的な寄与を行い，

成果を分け合いながら運営に関して共同でコントロールを行う関係と述べており，また，野中（1991）

は，アライアンスには本質的な意味での主従関係が存在しないと指摘している。すなわち，アライアン

スは複数の企業が独立性を保ったまま運営権を対等に持ち，一定の目的のために継続的な結びつきを持

つことと位置づけられる。
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　このアライアンスの枠組みは，投資コストが高いコンテナ船業界においては特に重要な意味を持つ。

コンテナ船事業は，荷主の要求に応じた毎週の定曜日発着スケジュールを維持するため，多数の船舶を

常時運航させる必要がある。また，輸送効率の向上を目的として，船舶の大型化が一貫して進められて

きた。船舶以外にもコンテナや港湾設備などに対する巨額の投資を必要とするため，単独企業が全航路

を運営することには限界がある（幡野・松田，2023）。このような背景から，複数の船会社が協調して資

源を共有し，効率性と安定性を両立させる仕組みとしてアライアンスが形成されてきた。具体的には，

複数の船会社が共同で船を建造して一定の比率で建造費や運航費を分担し，その比率に応じて船舶の輸

送スペースを融通し合うスペース・チャーター（スロット・チャーターとも言う），コンテナターミナルの

共同利用，運航スケジュールの調整などの業務提携が行われている（拓海，2025）。

　また，コンテナ船業界のアライアンスは再編を繰り返してきたことにも大きな特徴がある。新しいア

ライアンスがゼロから形成されることは少なく，既存の枠組みに新たな船会社が加盟し，脱退・統合を

経て再編される形で進化してきた（図 1）。この過程においては，アライアンス間の組み替えだけでなく，

企業間の M&A や事業統合も並行して進められ，業界構造そのものが再編されてきた（松田，2023）。

（4）アライアンス形成と再編の歴史

　コンテナ船業界におけるアライアンスの形成は，1990 年代半ばに本格化した。1994 年には商船三井，

APL（イギリス），Nedlloyd（オランダ），OOCL（香港）によって「The Global Alliance（TGA）」が結成

された。翌 1995 年には日本郵船，Hapag-Lloyd（ドイツ），NOL（シンガポール），P&O Containers（イ

ギリス）による「Grand Alliance（GA）」が，1996 年には川崎汽船，COSCO（中国），陽明海運（台湾）

による「CKY アライアンス」が相次いで発足し，この時期に世界的なアライアンス形成が本格化した

（拓海，2025）。2000 年代前半は，世界経済の成長を背景にコンテナ需要が堅調に推移したことから，ア

ライアンス体制に大きな変化は見られなかった。しかし，2008 年を機に，各コンテナ船会社はアライ

アンスを再編する必要性に迫られる。この年，リーマン・ショックによって世界全体の輸送需要が急減

し，供給船腹量が輸送需要を超え，供給調整の必要性が高まったからである（幡野・松田，2023）。2012

年には，日本郵船と商船三井を含む 6 社が「G6 アライアンス」を結成し，欧州航路での共同運航を拡

大した。その後，2013 年には MSC（スイス），Maersk（デンマーク），CMA-CGM（フランス）の世界大

手 3 社が，欧州航路の船腹量シェアの 5 割以上を占める巨大な枠組み「P3 Network」の結成を構想し

たものの，中国当局の独占禁止法審査で認可が得られず，計画は頓挫した。これを受けて 2014 年に 

Maersk と MSC が「2M」を結成し，翌 2015 年には CMA-CGM，CSCL（中国），UASC（クウェート）

による「O3」が誕生した。こうした流れの中で，2017 年 4 月には 2M，Ocean Alliance（OA），THE 

Alliance（TA）という 3 大アライアンス体制が確立し，以後，世界の主要コンテナ航路はこの 3 つの枠

組みによって運航される体制が続いてきた。その後は 3 大アライアンス体制が続いたが，2024 年 1 月，

Hapag-Lloyd が THE Alliance から脱退し，Maersk と新たなアライアンス「Gemini Cooperation」を
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図 1　コンテナ船会社のアライアンスの変遷（1995 年〜 2025 年）

注）本図の年代区分は，主に加盟社構成が大きく変化した年を基準として整理したものである。

資料出所：『日本の海運 SHIPPING NOW 2025-2026』より筆者作成

TTGGAA TTNNWWAA
商船三井

Nedlloyd

APL

OOCL

商船三井

現代商船

APL／NOL

TTNNWWAA
商船三井

現代商船

APL／NOL

GGAA
日本郵船

Hapag-Lloyd

NOL

P&O Containers

CCKKYYHH
川崎汽船

陽明海運

COSCO

韓進海運

TTNNWWAA
商船三井

現代商船

APL／NOL

GGAA
日本郵船

Hapag-Lloyd

OOCL

MISC

P&O Nedlloyd

GGAA
日本郵船

Hapag-Lloyd

OOCL

MISC

P&O Nedlloyd

GGAA
日本郵船

Hapag-Lloyd

OOCL

MISC

CCKKYYHH
川崎汽船

陽明海運

COSCO

韓進海運

CCKKYY
川崎汽船

陽明海運

COSCO

CCKKYY
川崎汽船

陽明海運

COSCO

11999955 11999966 11999988 22000033 22000088
TTGGAA
商船三井

Nedlloyd

APL

OOCL

GGAA
日本郵船

Hapag-Lloyd

NOL

P&O Containers

22001155 22001177 22001188 22002200

GG66
現代商船

商船三井

APL／NOL

日本郵船

OOAA
OOCL

CMA-CGM

COSCO

EVERGREEN

CCKKYYHHEE
川崎汽船

陽明海運

COSCO

韓進海運

EVERGREEN

TTAA
ONE

Hapag-Lloyd

陽明海運

0033
CMA-CGM

UASC

CSCL

22MM
Maersk

MSC

Hapag-Lloyd

OOCL

22MM
Maersk

MSC

22MM
Maersk

MSC

22MM
Maersk

MSC

川崎汽船

商船三井

日本郵船

Hapag-Lloyd

陽明海運

TTAA
ONE

OOAA
CMA-CGM

COSCO

EVERGREEN

OOAA
CMA-CGM

COSCO

EVERGREEN

TTAA
ONE

Hapag-Lloyd

陽明海運

HMM

OOAA
CMA-CGM

COSCO

EVERGREEN

PPrreemmiieerr
ONE

陽明海運

HMM

MSC

GGeemmiinnii
Maersk

Hapag-Lloyd

22002255

TGA：ザ・グローバルアライアンス
TNWA：ザ・ニューワールド・アライアンス
TA：ザ・アライアンス
OA：オーシャン・アライアンス
GA：グランド・アライアンス



50 三田商学研究学生論文集

結成した。一方で，MSC は単独運航体制へ移行しており，アライアンスには属さず，各アライアンス

や個別のコンテナ船会社との提携を通じて運航ネットワークを維持している。具体的には，「スロット・

スワップ」と呼ばれる仕組みを活用し，航路別に貨物スペースを相互に融通することで，配船サービス

の一部を共有している。

　このように，コンテナ船業界のアライアンスは 1990 年代の形成期以降，市場環境や企業戦略の変化

に応じて統合と再編 1）を繰り返してきた。

　次章では，こうしたアライアンスに関してこれまでどのような理論的・実証的研究が行われてきたの

かを整理し，先行研究の到達点と限界を明らかにする。

3．先行研究

　本章では，アライアンスに関してこれまでどのような理論的・実証的研究が行われてきたのかを整理

し，先行研究の到達点と限界を明らかにする。

（1）アライアンスの位置づけと定義

　コンテナ船業界は，コンテナ船運航会社が荷主に対し，固定された航路上で港間を定期的に接続する

商業サービスによって構成される産業である（Haralambides, 2019）。しかし同業界は，需要変動の激化

と過剰な船腹量による収益性の低迷といった構造的問題を抱えており，その解決策の一つとして，企業

間の業務協力体制であるアライアンスが注目されてきた。

　定期船輸送におけるアライアンスは，コンソーシアムと並行して発展してきた水平的協業の一形態で

ある 2）
（Merk and Teodoro, 2022）。Bahinipati et al.（2009）はアライアンスを「サプライチェーンまたは

ネットワークの同一レベルに属する複数企業間の事業契約」と定義している。

（2）先行研究と問題意識

　アライアンスに関する研究は，一般に，形成（Formation），運営（Management），最適化（Optimization），

アドホック研究（Ad-hoc research）の 4 つに分類される（Ghorbani et al., 2022）。形成の研究には，アラ

イアンス参加の動機やパートナー選択がある（Cruijssen et al., 2007; Caschili et al., 2014）。運営の研究に

1）  なお本稿では，アライアンスの「再編」を，既存メンバー間の加盟・脱退などの構造変化から，企業間の新

たな協調関係や提携関係の形成までを含む，協調構造全体の再構成として広く捉える。例として，Ocean 
Network Express（ONE）が Premier Alliance に所属しながらも，非加盟企業である MSC とスロット・スワッ

プを締結した事例は，アライアンス外に新たな協調関係を築くものであり，結果的に業界全体のアライアンス

構造を変化させる「再編」として位置づけられる。
2）  他にも，スロットチャーター契約（Slot Charter Agreement: SCA）や船舶共有契約（Vessel Sharing 

Agreement: VSA）など，特定地域や特定サービスに焦点を当てた協力形態もある。（Ghorbani et al., 2022）



51コンテナ船業界におけるアライアンス再編の考察

は，キャパシティ管理，アライアンス間関係，ネットワーク構造等がある（Sys, 2009; González-Laxe et 

al., 2016）。最適化の研究には，ネットワーク設計，安定性，コスト最小化等がある（Ferrari et al., 2008; 

Li et al., 2015）。アドホック研究では，アライアンスの法的側面や関連サプライチェーンへの影響など

個別具体的な事象が扱われている（Yap, 2014; Tang and Sun, 2018）。

　その中でも本研究では，アライアンス形成，とりわけパートナー選択に焦点を当てる。定期船アライ

アンスの重要な特徴として頻繁な再編が挙げられ（Midoro and Pitto, 2000; Rau and Spinler, 2017），この

不安定性がアライアンス全体のパフォーマンスや荷主へのサービスの質を低下させる要因となっている。

そのため，再編の際の適切なパートナー選択は重要な研究課題として位置づけられている（Song and 

Panayides, 2002; Shi and Voss, 2008; Das, 2011）。

　パートナー選択における重要な評価軸として「適合性（Compatibility）」と「補完性（Complementarity）」

の 2 つが挙げられる（Ghorbani et al., 2022）。まず適合性とは，企業文化や業務スタイル（Haralambides, 

1996; Kale and Singh, 2009），信頼関係，財務安定性などにおける類似性を指す（Solesvik and Westhead, 

2010）。一方で，補完性とは，企業間の強みを相互に補完する可能性を意味する。これにより，アライ

アンス加盟船会社の地理的カバレッジの拡大，サービス頻度の向上，運航知識の共有など，様々な便益

をもたらす（Ghorbani et al., 2022）。

　本研究では，特に「補完性（Complementarity）」に着目し，企業がアライアンスを組む際にどのよう

な便益を得ることができるのかについて詳細に検討する。

（3）アライアンスによって得られる便益

　アライアンスが企業にもたらす便益についてはいくつかの研究が存在する。例えば，Brooks et 

al.（1993）や Alix et al.（1999）は 1990 年代の協力協定が「規模および範囲の経済の実現」のために「リ

スクの共有」「市場拡大」を目的としていたと述べている。また，Panayides and Cullinane（2002）は，

グローバル市場化と収益性低迷のなかで，船会社はアライアンスによってリスクと投資の分担，規模の

経済の実現，サービス頻度の向上やコスト削減を重要視していると述べる。

　Panayides and Wiedmer（2011）は，便益の要素として，リスク・投資の分担，規模の経済，コスト

管理，そして拡大するコンテナ貿易環境下での高頻度サービスの提供能力を挙げ，これらをデータ分析

により間接的に評価している。

（4）先行研究の限界と本研究の位置づけ

　これまでのアライアンスによる便益の研究は，外部の量的データを用いた実証研究が中心であり（鶴

田・黒川・柳澤，2002; Mitsuhashi and Greve, 2009; Meng et al., 2014; Ju et al., 2023 etc.），アライアンス形

成の背後にある企業内部の意図や意思決定メカニズムを明らかにする，質的データを用いた探索的研究

はほとんど行われてこなかった。実際に，Ghorbani et al.（2022）は，アライアンス形成によって実際
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に企業レベルでどの程度の追加的便益が期待できるかを調査する研究が乏しいことを挙げている。

　また，コンテナ船会社は定期船市場において他の船会社に勝る競争力を持つことが重要（許，2019）

であり，Mitsuhashi and Greve（2009）はアライアンスが企業単独では獲得できない競争優位をもた

らすと指摘している。この点を踏まえると，アライアンス形成の際のパートナー選択は企業にとって重

要であり（Shi and Voss, 2008），特にアライアンス再編が頻繁に生じるコンテナ船業界（Midoro and 

Pitto, 2000）においては，どの便益を相対的に重要視するのかという判断は，アライアンスパートナー

選択上の補完性に大きく関わり，その後の競争力の形成に直接影響する重要な戦略的選択であると考え

られる。したがって，企業がアライアンス再編の際に「どの便益を相対的に重要視するのか」という視

点は，企業の戦略的な判断基準を解明する上で重要である。

　しかし先行研究では，アライアンスの便益は一般に並列的に列挙されており（Meng et al., 2014; Ju et 

al., 2023），それぞれの便益の重要度については深く検討されてこなかった。便益の重要度を比較する研

究としては例外的に Panayides and Cullinane（2002）や Panayides and Wiedmer（2011）が存在する

ものの，いずれも外部の量的データに基づく分析であり，質的データに基づき企業内部の目線でどの便

益が相対的に重要視されているか，については十分な検討がなされていない。また Ryoo and 

Thanopoulou（1999）はアンケート調査によって，企業内部の目線から便益の重要度の比較を行ってい

たものの，企業が実際にどういったメカニズムや戦略的意図でその評価を下したのかまでは言及がなさ

れていない。さらに，Panayides and Wiedmer（2011）は，企業がアライアンス参加に際してそれぞれ

の便益要素をどの程度重要視しているのか，という主観的価値判断に関する実証研究が不足していると

指摘している。

　以上を踏まえ，本研究は，アライアンスの脱退や形成といった再編が起こる際，企業内部の目線では

どのような便益が得られるか，またその中で，重要性が高いものはどのような要素であるかという点に

着目し，企業がいかなる戦略的判断基準に基づいて評価を行ったのかを解明することを目的とする。

よって本研究におけるリサーチ・クエスチョンは以下の通りである。

　「企業内部の目線から，アライアンスが再編される際，どのような便益が得られるか。

　また，便益の中で企業にとって重要性の高いものは何か。」

4．仮説構築

　前章において，「企業内部の目線から，アライアンスが再編される際，どのような便益が得られるか。

また，便益の中で企業にとって重要性の高いものは何か。」という問いを設定した。本章では，この問

いに答えるための仮説を構築する。

　先行研究では，外部の量的データを用いた分析を通じて，アライアンスから得られる便益を挙げてい
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た。本研究では，先行研究において特に重要とみなされてきた要素を 6 つ抽出し，仮説として設定する。

もっとも，これらの要素はあくまで企業外部の視点から「重要である」と推定されたものであり，企業

内部においても同様に重要視されているかどうかは明らかになっていない。そこで本研究では，外部視

点から重要とされた便益が，企業内部でも同じように重要視されているかを検証し，便益間の相対的重

要度の差異を明らかにする。

　先行研究のレビューの結果，特に重要とみなされてきた 6 つの要素を表 1 に示す。

資料出所：筆者作成

表 1　定期船業界におけるアライアンスから得られる便益

　以下，それぞれの便益の内容を説明する。

（1）ネットワーク・カバレッジの拡大

　アライアンスによって，企業はより多くの寄港地・航路の提供が可能となり，サービスの地理的範囲

を拡大できる（Bergantino and Veenstra, 2002）。Caschili et al.（2014）は，中小海運企業にとってアラ

イアンスが市場範囲・地理的カバレッジの拡大手段であると指摘する一方，大手企業にとっても地域特

化市場への参入という点で有効であると述べている。よって，企業内部において，アライアンスによる

ネットワーク・カバレッジの拡大が重要視されているという仮説 H1 を構築する。

（2）船舶の空きスペースの有効活用

　船隊規模・船舶容量といった物理的制約から，海運企業は需給変動に対して即時に対応することが難

しい。しかし，アライアンス内での船腹の融通や混載により，容量利用率の向上とコストの合理化が可
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能となる（Bergantino and Veenstra, 2002; Cruijssen et al., 2007）。これにより規模の経済を実現する

（Ghorbani et al., 2022）。よって，企業内部において，アライアンスによる船舶の空きスペースの有効活

用は重要視されているという仮説 H2 を立てる。

（3）運航頻度の向上

　アライアンスによって複数企業の船舶が統合的に運用されることで，航路におけるサービス頻度の向

上が可能になる（Thanopoulou et al., 1999; Caschili et al., 2014）。運航頻度の増加は顧客満足度の向上や

信頼性の確保につながる重要な要素である（Ghorbani et al., 2022）。よって，企業内部において，アライ

アンスによる運航頻度の向上は重要視されているという仮説 H3 を設定する。

（4）マーケットシェアの向上

　海運企業は市場シェア拡大を競争の主要軸としており，アライアンスは顧客獲得・取扱貨物量の増加

を通じてシェア拡大に寄与し得る（Heaver et al., 2000）。Ryoo and Thanopoulou（1999）の調査では，

この便益は重要度 3）が 2.78 と高く評価されている。したがって，企業内部において，アライアンスによ

るマーケットシェアの向上は重要視されているという仮説 H4 を提示する。

（5）オペレーション・シナジーの追求

　船舶の共同運航，ターミナルの共有，スケジュール調整などの運航協調を通じて，企業はオペレー

ションコストの削減や業務効率の向上を図ることができる（拓海，2025）。Ryoo and Thanopoulou（1999）

によるアンケート調査では，オペレーション・シナジーは 21 項目中最も高い重要度 2.89 を示しており，

企業の期待が最も集中する便益である。したがって，企業内部において，アライアンスによるオペレー

ション・シナジーの追求は重要視されているという仮説 H5 を導く。

（6）船舶・港湾への投資リスクの削減

　大型船舶や港湾設備などへの投資負担は単独企業にとって非常に大きく，リスクを伴う。アライアン

スの形成により，設備投資を分担し財務的リスクを抑制できるとの指摘がなされている（Panayides and 

Cullinane, 2002; Agarwal and Ergun, 2010）。よって，企業内部において，アライアンスによる船舶・港

湾への投資リスクの削減は重要視されているという仮説 H6 を構築する。

　以上の仮説をまとめると，企業がアライアンスを組む際に重要視する便益は次の 6 つである。

H1：企業内部において，ネットワーク・カバレッジの拡大は重要視されている

H2：企業内部において，船舶の空きスペースの有効活用は重要視されている

H3：企業内部において，運航頻度の向上は重要視されている

3）  Ryoo and Thanopoulou（1999）は重要度を 1（まったく重要ではない）から 3（非常に重要）で示している。
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H4：企業内部において，マーケットシェアの向上は重要視されている

H5：企業内部において，オペレーション・シナジーの追求は重要視されている

H6：企業内部において，船舶・港湾への投資リスクの削減は重要視されている

　以降，これらの要素が，企業内部の視点からはどのように評価されているかを検証する。

5．検証方法

　本章では，分析対象企業とその選定理由，検証方法について述べる。

（1）分析対象

　本研究のリサーチ・クエスチョンは「企業内部の目線から，アライアンスが再編される際，どのよう

な便益が得られるか。また，便益の中で企業にとって重要性の高いものは何か」を明らかにすることで

ある。この問いに答えるために，前章では先行研究において特に重要とみなされてきた便益を 6 つ抽

出し，仮説として設定した。以後，これらの便益が，企業内部でも同様に重要視されているかを検証し

ていく。

　これを検証するには，①アライアンス脱退を含む再編が実際に発生していること，②脱退後にアライ

アンスに残った側の船会社がどのような対応をとったのかを追跡できること，といった条件を満たす事

例が望ましい。

　そこで，仮説を検証する対象として，直近で大規模な再編を経験し，かつ THE Alliance の中核的存

在である Ocean Network Express Pte. Ltd.（以下，ONE）の再編事例を取り上げる。

　ONE は 2017 年 7 月に設立された日本で唯一のコンテナ船専門会社であり，日本郵船・商船三井・

川崎汽船の邦船 3 社が共同出資して誕生した。邦船 3 社はいずれも総合海運企業としては競合関係に

ありつつも，コンテナ船部門の慢性的な赤字という共通課題を背景に事業統合に至った企業である（幡

野・松田，2023）。本社はシンガポールに置かれており，そのほかに香港・ドバイ・ロンドン・サンパウ

ロ・リッチモンド（アメリカ・バージニア州）に地域統括本部を置く（ONE，2025）。顧客数は 2 万社を超

え，世界 57 ヵ国に約 1 万 2000 人の従業員を擁する，世界最大規模の定期船運航会社の一つである（幡

野・松田，2023; ONE, 2025）。2 万 TEU 級の超大型船 12 隻を含む，延べ 260 隻のコンテナ船を運航し，

マゼンタ色に塗装された約 200 万本のコンテナを用いて，世界 120 ヵ国 265 の港を 175 の航路で結ぶ

ネットワーク網を展開している（ONE, 2025）。設立後，ONE は 2020 年に初の黒字化を達成し，2022

年 3 月期には前期比 5 倍となる 167 億ドルの純利益を計上した（Capital IQ, n.d.）。これは国内上場企業

の中ではトヨタ自動車に次ぐ規模であり（日本経済新聞，2022），ONE は世界シェア約 7 ％を占める世
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界第 6 位（表 2）のコンテナ船会社へと成長している（日本経済新聞，2025）。

表 2　コンテナ船の運航船腹量・世界シェア上位 10 社（2025 年）

順位 社名 船腹量（TEU） 世界シェア

1 MSC（スイス） 6,456,300 20.2％

2 Maersk（デンマーク） 4,561,126 14.3％

3 CMA CGM（フランス） 3,880,865 12.1％

4 COSCO（中国） 3,361,535 10.5％

5 Hapag-Lloyd（ドイツ） 2,386,704 7.5％

6 ONE（日本） 2,014,342 6.3％

7 EVERGREEN（台湾） 1,809,070 5.7％

8 HMM（韓国） 922,415 2.9％

9 ZIM（イスラエル） 776,779 2.4％

10 陽明海運（台湾） 711,393 2.2％

全世界 31,989,393 100.0％

資料出所：『日本の海運 SHIPPING NOW 2025-2026』より筆者作成

　ONE は 2017 年に陽明海運（台湾）・Hapag-Lloyd（ドイツ）とともに THE Alliance を設立し，その

後 2020 年には HMM（韓国）が加入して 4 社体制となった。THE Alliance は 2M，Ocean Alliance（OA）

とともに 3 大アライアンスの一角を成していた。しかし 2024 年 1 月末に，THE Alliance において約

4 分の 1 の規模を占めていた（図 2 〜 4）Hapag-Lloyd が脱退し，残る 3 社（ONE・陽明海運・HMM）は

2025 年 2 月から新たに「Premier Alliance」を結成するとともに，MSC（スイス）とのスロット・スワッ

プを通じた連携を進めている。

　図 2 〜 4 に示したとおり，Hapag-Lloyd は THE Alliance の中でも保有隻数・船腹量ともに大きな

比率を占めており，その脱退はアライアンスに残った船会社にとって構造的な影響をもたらしたと考え

られる。

　以上のように，ONE の事例は，①最新のアライアンス再編（脱退＋新提携）であり，②脱退後にアラ

イアンスに残った船会社がどのような便益を重要視してネットワークを再構築したのか，を検証するの

に適しており，本研究の目的に合致した分析対象である。

（2）分析方法

　本研究では，アライアンス再編に伴う便益を「外部から観察できる客観的な変化」と「企業内部から

見た主観的な重要度」の両面から捉える必要があると考え，1）データによる分析，2）インタビュー
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 資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成

資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成

図 2　THE Alliance 加盟各社の保有隻数（2024 年）［単位 :隻数］

図 4　THE Alliance 加盟各社の 20 フィートコンテナ数（2024 年）［単位 :個］
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資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成

図 3　THE Alliance 加盟各社の載貨重量トン数（2024 年）［単位 :トン］
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による分析の 2 つの手法を併用する。先行研究の多くは，航路数や船腹量などの外部データに基づく

定量分析を中心としており（例：鶴田・黒川・柳澤，2002），アライアンスの便益を「外部目線」で捉え

ることに重点が置かれてきた。一方で，企業が各便益をどの程度重要視しているのかという「内部目線」

からの実証研究は限られていることが指摘されている（Panayides and Wiedmer, 2011; Ghorbani et al.,  

2022）。

　そこで本研究では，先行研究と同じ指標（寄港地数，航路数，船腹量，運航頻度など）を用いて航路別の

データを分析し，Hapag-Lloyd の脱退によってネットワークのどの部分でサービスが弱まったのかを

外部の目線から把握する。これにより，先行研究との比較可能性を保ちつつ，離脱前後の変化を客観的

に示すことができる。しかし，データだけでは，企業がそれらの変化を受け，どの便益をどの程度重要

視したのかまでは分からない。そこで，ONE にインタビューを実施し，アライアンスによる便益の「ど

れを最優先したのか」「どのような基準で提携相手を選んだのか」を企業内部の視点から明らかにする。

　このように，外部データと内部の考え方を組み合わせて検討することで，外部から見たネットワーク

の変化と，企業内部での優先順位付けがどのように結びついているかを把握し，先行研究を企業内部の

視点から再評価することを目指す。

1）データによる分析

　仮説 H1：ネットワーク・カバレッジの拡大，H2：船舶の空きスペースの有効活用，H3：運航頻度

の向上，H4：マーケットシェアの向上 の 4 つの仮説については，企業外部の目線からデータを用いて

客観的な把握が可能であるため，データ分析を行う。分析にあたり，鶴田・黒川・柳澤（2002）で用い

られた海運アライアンスに関する分析手法を基礎に，一部改変を加えて適用し，THE Alliance の再編

前後でどのような変化が生じたかを「ネットワーク・カバレッジ」「船舶規模（マーケットシェア）」「運

航頻度」の 3 つの観点から検証する。この手法により，先行研究との比較可能性を確保しつつ，アラ

イアンス再編による構造的影響を外部データから把握することが可能である。

　ネットワーク・カバレッジの分析には，航路数および寄港地数を指標として用いる。アライアンスに

より，企業はより多くの寄港地・航路を提供することが可能となり，サービスの地理的範囲を拡大でき

ると指摘されており（Bergantino and Veenstra, 2002），航路数と寄港地の変化はアライアンス全体の地

理的なサービス提供能力を最も直接的に反映する指標である。

　船舶規模（マーケットシェア）については，載貨重量トン数（Dead Weight Tonnage：DW）
4）およびコン

テナ個数（20 フィートコンテナ個数：TEU）
5）を指標とする。DW および TEU は船舶の貨物搭載能力を示

す上で一般的に用いられている単位であり（日本海事新聞，2006），アライアンス構成の変化はこれらの

供給能力の変動に直結する。

4）  載貨重量トン数（DW）：満載喫水線の限度まで貨物を積載したときの全重量から船舶自体の重量を差し引い

たトン数。一般に，貨物の最大積載能力を指す。（日本船主協会，n.d.）
5）  TEU（Twenty-feet Equivalent Unit）：20 フィート（約 6 m）の海上コンテナを 1 単位と換算した貨物量。

例えば，「10TEU」とは 20 フィートコンテナが 10 個あることを指す。（日本船主協会，n.d.）
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　運航頻度の分析には，航路への投入隻数および 1 航路あたりの投入隻数を用いる。運航頻度は，荷

主に提供されるサービス品質の核であり，Ghorbani et al.（2022）は，運航頻度の増加は顧客満足度の

向上や信頼性の確保につながると指摘している。

　検証に用いるデータは，オーシャンコマース発行の『国際輸送ハンドブック 2025 年版』から入手した。

同書はコンテナ輸送を中心に各年の国際物流の最新情報を網羅しており，貿易・物流関連の企業や団体

などで幅広く活用されている（日本海事新聞，2022）。検証対象の航路としては，アジア - 北米航路とア

ジア -欧州航路を選定した。これは，この 2 つの航路がコンテナ輸送における世界的な幹線航路であり，

主要航路における船腹量シェアが高水準で推移していることによる（図 5）。
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資料出所：『世界のコンテナ輸送と就航状況 2024 年版』より筆者作成

図 5　主要航路における船腹量シェアの推移（2019 年〜 2024 年）

 2） インタビューによる分析

　仮説 H5：オペレーション・シナジーの追求，H6：船舶・港湾への投資リスクの削減 については，

外部からのデータ分析によって直接的に評価することが困難であるため，企業内部の目線を反映するイ

ンタビューによって検証を行う。また，仮説 H1 〜 H4 についても，データ分析との整合性を見るため

にインタビューを行った。今回，ONE にオンラインでのインタビューにご協力いただいた。インタ

ビューにおいては，事前に作成した質問リストに基づいた調査を行ったほか，必要に応じてメールでの

追加調査を行った。なお，インタビューの際に用いた質問リストは添付資料として，本稿末尾に掲載す

る。
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　　Ocean Network Express Pte. Ltd. へのインタビュー概要

　日時：2025 年 10 月 24 日（金）14 時 30 分から 15 時 15 分（45 分）及びメール

　場所：オンライン及びメール

　対象者：Ocean Network Express ゼネラルマネージャー 岩崎 知直氏，広報 小堺 祐樹氏

　以上のように，本研究では，外部データから検証可能な仮説 H1 〜 H4 はデータとインタビューの両

面から，外部データによる検証が困難な仮説 H5，H6 はインタビューで補完する形式を用い，アライ

アンスによる便益に関する客観的変化と主観的評価を統合的に分析する。

6．分析結果

　本章では，（1）データによる分析結果および（2）インタビューによる分析結果を示す。

（1）データによる分析結果

　本節では，オーシャンコマース『国際輸送ハンドブック 2025 年版』に掲載された航路別データを用

いて，THE Alliance の再編前後における「ネットワーク・カバレッジ」「船舶規模（マーケットシェア）」

「運航頻度」の 3 つの観点の変化を分析する。

　アジア - 北米航路，アジア - 欧州航路における各項目の比較を表 3，表 4 に，アジア - 北米航路，ア

ジア - 欧州航路における寄港地を図 6，図 7 に示す。また各航路における寄港地の内訳を表 5，表 6 に

示す。

1）ネットワーク・カバレッジ

　ネットワーク・カバレッジの分析には，航路数および寄港地数を用いる。表 3，表 4 に Hapag-Lloyd

と MSC の各指標を示す。

　アジア - 北米航路では Hapag-Lloyd が 4 航路 25 港に，MSC が 3 航路 20 港に就航している。アジ

ア -欧州航路では，Hapag-Lloyd が 5 航路 31 港に，MSC が 3 航路 25 港に就航している。一見すると，

Hapag-Lloyd の THE Alliance 脱退により，Hapag-Lloyd が運航していた航路数と寄港地数がすべて

失われたかのように見受けられるが，アライアンス全体としては航路数・寄港地数に減少はないことに

注意が必要である。というのも，Hapag-Lloyd が就航していた航路と寄港地には，ONE や HMM，陽

明海運など Premier Alliance の他の加盟会社も共同で就航しており，ネットワークに空白が生じたわ

けではないからである。

　図 6，図 7 は Hapag-Lloyd と MSC の寄港地を地図上に示したもの，表 5，表 6 は寄港地の名称を示

したものである。
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　アジア - 北米航路では Hapag-Lloyd のみが寄港する港が 13 港，MSC のみが寄港する港が 8 港，両

社が共通して寄港する港が 12 港であった。MSC のみが寄港する特筆すべき港としては，アメリカ西

海岸に位置するロングビーチ港は，2023 年の世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキングにおいて 21

位に位置する港であるほか，スリランカのコロンボ港も同ランキングにおいて 27 位にランクインして

いる（日本港湾協会，2023）。またアメリカ・フロリダ州のマイアミ港やドミニカ共和国のカウセド港と

いった，大西洋・カリブ海方面のネットワークが新たに加わった。

　アジア - 欧州航路では，Hapag-Lloyd のみが 19 港，MSC のみが 13 港，両社の共通寄港地が 12 港

であった。MSC のみが特筆すべき港としては，マレーシアのタンジュンペラパス港が同ランキングに

おいて 15 位にランクインしているほか， 27 位のスリランカ・コロンボ港， 38 位の大連港が挙げられる

（日本港湾協会，2023）。またポーランドのグダニスク港やグディニア港，リトアニアのクライペダ港と

いったバルト海方面のネットワーク，またリバプール港やロンドン・ゲートウェイ港，フェリックス

トゥ港といったイギリスの港湾が新たにネットワークに加わった。

　総じて，Hapag-Lloydの脱退によるネットワークの縮小は生じておらず，むしろMSCとのスロット・

スワップにより，アジア - 北米航路においては 3 航路 8 港が，アジア - 欧州航路においては 3 航路 13

港が新たにネットワークに加わったことが見受けられる。

　よって，MSC との提携によって地理的なネットワーク・カバレッジが拡大したことが確認できた。

2）船舶規模 （マーケットシェア）

　船舶規模（マーケットシェア）の分析には，載貨重量トン数（Dead Weight Tonnage：DW）およびコン

テナ個数（20 フィートコンテナ個数：TEU）を用いる。表 3，表 4 に Hapag-Lloyd と MSC の各指標を示す。

　アジア - 北米航路においては，MSC の DW は Hapag-Lloyd の約 1.54 倍，TEU についても約 1.52

倍であり，北米航路において MSC は Hapag-Lloyd を大きく上回る規模を誇っていることが見て取れる。

アジア -欧州航路においても，MSC が Hapag-Lloyd を両指標で上回るものの，北米航路と比較すると

両者の差は相対的に小さい。

　総じて，両航路ともに，MSC は両指標で Hapag-Lloyd を上回っており，特にアジア -北米航路にお

いて両社の差が顕著であることが分かる。

　よって，MSC との提携により船舶規模（マーケットシェア）が拡大したことが確認できた。

3）運航頻度

　運航頻度の分析には，航路への投入隻数および 1 航路あたりの投入隻数を用いる。表 3，表 4 に

Hapag-Lloyd と MSC の各指標を示す。

　アジア - 北米航路においては，MSC の投入隻数は Hapag-Lloyd の約 1.63 倍，1 航路あたりの投入

隻数については 2 倍以上である。アジア - 欧州航路においては両者の差がさらに大きく，MSC の投入

隻数は Hapag-Lloyd の約 1.75 倍，1 航路あたりの投入隻数は約 3 倍である。

　総じて，両航路ともに，MSC は Hapag-Lloyd よりも投入する船舶数が多く，これによってアライア
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ンス全体としてより高頻度の運航が可能となったことが確認できた。

表 3　アジア -北米航路における比較（2024 年）

企業名 航路数 寄港地数
載貨重量

トン数（DW）6） 
20 フィート

コンテナ個数（TEU）7） 投入隻数
1 航路あたり

投入隻数

Hapag-Lloyd 4 25 2,648,321 237,776 19 4.7

MSC 3 20 4,084,804 362,494 31 10.3

注）1 航路あたり投入隻数は投入隻数／航路数で算出

資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成

表 4　アジア -欧州航路における比較（2024 年）

企業名 航路数 寄港地数
載貨重量

トン数（DW）6）

20 フィート

コンテナ個数（TEU）7） 投入隻数
1 航路あたり

投入隻数

Hapag-Lloyd 5 31 4,328,820 422,434 24 4.8

MSC 3 25 4,838,794 445,923 42 14.0

注）1 航路あたり投入隻数は投入隻数／航路数で算出

資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成

　以上のデータ分析の結果から，仮説 H1 〜 H4 と整合的な変化が確認された。H1：ネットワーク・

カバレッジの拡大に関して，Hapag-Lloyd の脱退による縮小は生じておらず，むしろ MSC の独自の寄

港地が加わることによって地理的な分布が拡大した。H2：船舶の空きスペースの有効活用に関して，

MSC は Hapag-Lloyd よりも投入する船舶が多いことから，アライアンス全体として利用可能な船舶ス

ペースの選択肢が拡大した。H3：運航頻度の向上に関して，MSC は 1 航路あたりの投入隻数で

Hapag-Lloyd を大きく上回っており，MSC との提携によってアライアンス全体としての運航頻度が向

上した。H4：マーケットシェアの向上に関して，MSC は Hapag-Lloyd よりも投入する船舶が多く，

アライアンス全体としての輸送能力が増大し，規模が拡大した。総じて，データ分析による結果は仮説

H1 〜 H4 と整合的である。

（2）インタビューによる分析結果

　本節では，Ocean Network Express へのインタビューに基づいた分析を行う。インタビューから，

H1：ネットワーク・カバレッジの拡大と H3：運航頻度の向上が最重要の要素であり，また H2：船舶

6）  載貨重量トン数（DW）：満載喫水線の限度まで貨物を積載したときの全重量から船舶自体の重量を差し引い

たトン数。一般に，貨物の最大積載能力を指す。（日本船主協会，n.d.）
7）  TEU（Twenty-feet Equivalent Unit）：20 フィート（約 6 m）の海上コンテナを 1 単位と換算した貨物量。

例えば，「10TEU」とは 20 フィートコンテナが 10 個あることを指す。（日本船主協会，n.d.）
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★ MSCのみ寄港:8港

資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成

図 6　アジア -北米航路における寄港地比較（2024 年）

表 5　アジア -北米航路における寄港地の内訳（2024 年）

● Hapag-Lloyd,
MSC どちらも寄港（12 港）

▲ Hapag-Lloyd のみ寄港

（13 港）
★ MSC のみ寄港（8 港）

アジア

上海 寧波 東京 神戸 ブンタウ コロンボ

青島 塩田 厦門 高雄

釜山 シンガポール カイメップ

レムチャバン

北米

オークランド ニューヨーク ノーフォーク ウィルミントン ロングビーチ マイアミ

サバンナ チャールストン ロサンゼルス タコマ ボルチモア シアトル

バンクーバー ポートランド

中南米

カルタヘナ ロドマン カウセド

ラザロ・カルナデス

マンサニージョ・デ・パナマ

資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成

の空きスペースの有効活用が重要であるとの結果が得られた。他方で，H4：マーケットシェアの向上，

H5：オペレーション・シナジーの追求，H6：船舶・港湾への投資リスクの削減，の 3 つについては副

次的な要素であるとの結果が得られた。インタビューで得られた内容については次章で詳しく述べる。
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● Hapag-Lloyd, MSCどちらも寄港:12港
▲ Hapag-Lloydのみ寄港:19港
★ MSCのみ寄港:13港

資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成

図 7　アジア -欧州航路における寄港地比較（2024 年）

表 6　アジア -欧州航路における寄港地の内訳（2024 年）

● Hapag-Lloyd,
MSC どちらも寄港（12 港）

▲ Hapag-Lloyd のみ寄港

（19 港）
★ MSC のみ寄港（13 港）

アジア

上海 寧波 厦門 南沙 大連 コロンボ

青島 塩田 蛇口 香港 タンジュンペラパス

ブンタウ シンガポール 高雄 釜山

欧州

ジェノバ ロッテルダム ピレウス バルセロナ フェリックストゥ グダニスク

フォス アントワープ サウサンプトン バレンシア ゼーブルージュ グディニア

ハンブルク ラ・スペツィア ル・アーヴル アルヘシラス ジョイア・タウロ クライペダ

ヴィルヘルムスハーフェン リバプール

ロンドン・ゲートウェイ

ブレーメルハーフェン

中東

イスタンブール タンジェ キング・アブドゥッラー

イズミット アリアガ

メルシン ダミエッタ

資料出所：『国際輸送ハンドブック 2025 年版』より筆者作成
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（3）分析結果のまとめ

　データによる分析結果，インタビューによる分析結果と，仮説との整合性を表 7 に示す。

表 7　データ分析，インタビューに基づく分析結果

仮説 データ分析 インタビュー

H1: ネットワーク・カバレッジの拡大は重要視されている 重要 最重要

H2: 船舶の空きスペースの有効活用は重要視されている 重要 重要

H3: 運航頻度の向上は重要視されている 重要 最重要

H4: マーケットシェアの向上は重要視されている 重要 副次的

H5: オペレーション・シナジーの追求は重要視されている 副次的

H6: 船舶・港湾への投資リスクの削減は重要視されている 副次的

資料出所：筆者作成

　次章では，データ分析とインタビュー内容に基づいて，アライアンスによる便益を企業目線から考察

する。

7．考察

　本章では，THE Alliance から Hapag-Lloyd が脱退し，MSC と新たに提携をした事例を対象に，デー

タ分析とインタビューに基づき，アライアンスによる便益を企業目線から多角的に考察する。

（1）ネットワーク・カバレッジの拡大

　データ分析の結果から，Hapag-Lloyd 脱退後も THE Alliance のネットワークは大きく変化していな

いことが確認できる。これは，脱退前に Hapag-Lloyd が運航していた航路や寄港地に，同アライアン

ス内の他社が共同で運航しているためであり，ネットワーク構造が維持されたと言える。ゆえに，脱退

によるネットワークの空白は生じていないことが確認できる。さらに，MSC とのスロット・スワップ

を通じて，MSC が運航する独自の航路や寄港地が新たに加わり，アライアンス全体としてのカバレッ

ジはさらに拡大したと言える。

　インタビューの結果から，海運会社がアライアンスを組む最も重要な目的の一つとして，ネットワー

ク・カバレッジの拡大が挙げられることが確認された。岩崎氏は，「アライアンスをする目的は，カバ

レッジを大きく持つ，補完的ネットワークを作ることにある」と述べており，各社のリソースを結集し

て単独では提供できない「より広範で，より高頻度な」世界規模の輸送ネットワークを構築することが，
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アライアンスの中心的機能であると述べている。

　また，「お客様に安心してもらうためにも，アライアンスが頻繁に変わるのは信頼性を損なう」との

発言からは，ネットワーク・カバレッジが単に地理的な広がりを意味するだけでなく，荷主に対する

サービスの安定性・一貫性の確保にも深く関係していることが分かる。

　アライアンスを通じて航路を拡大することで，既存の主幹航路（例：アジア - 欧州，アジア - 北米）に

加え，単独では運航が難しい中南米・中東・アフリカなど新興地域への接続が可能となる。また，寄港

地数の拡大は，荷主にとってより多くの港を選択できる環境を生み出し，陸上輸送コストやリードタイ

ムの削減につながる。このように，ネットワーク・カバレッジの拡大は，荷主にとっての利便性・信頼

性を高める効果もある。

　一方で，岩崎氏はスロット・スワップの限界についても次のように指摘している。「スロット・スワッ

プは柔軟な連携を可能にする一方で，相手船会社の運航方針に影響を受けやすい。たとえ自社にとって

戦略的に重要な航路であっても，相手船会社にとって優先度が低ければ，その継続性が保証されない場

合もある。」すなわち，スロット・スワップはアライアンスを補完する有効な手段であると同時に，ネッ

トワークの安定性を左右するリスクもある。

　以上より，ネットワーク・カバレッジの拡大は，アライアンスがもたらす便益の中でも最重要の要素

であり，各社にとって競争力の源泉となっている。広範なネットワークは荷主に対するサービスの信頼

性を高め，アライアンスの存在意義を支える基盤でもある。近年では，より一層のカバレッジ拡大を目

的としてスロット・スワップといった柔軟な連携形態も活用されているが，その一方で，提携先の運航

方針に依存するという新たなリスクを内包している。

（2）船舶の空きスペースの有効活用

　データ分析から，MSC はより大規模な船舶を多く投入していることが読み取れ，スロット・スワッ

プにより ONE が利用できる船腹量の選択肢は再編後にむしろ広がっていると考えられる。このことは，

Hapag-Lloyd 脱退によるスペース減少がそのままアライアンス全体のスペース減少になるのではなく，

MSC の提供する船腹を柔軟に利用できる体制が整備された可能性を示しており，結果として空きス

ペースの有効活用が促進されやすい状況が形成されたと解釈できる。

　インタビューでは，小堺氏が「アライアンスで増えたスペースを極力使い切ることは非常に大切な要

素であり，高い競争力につながる。」と述べており，船舶の空きスペースを有効に活用することがアラ

イアンス運営上の重要な便益であることが示された。コンテナ船は大型化が進む一方で，需要変動や港

湾混雑の影響を受けやすく，空きスペースの発生は収益性の低下に直結する。そのため，複数の船会社

が航路や積載能力を共有し，スペースを柔軟に融通し合うことは，単独運航では得られない効率的な需

給調整メカニズムとして機能している。

　一方で，先行研究の多くはスペース共有を結果的な成果として扱っており，本研究のインタビューで
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は，それを運営上の「意識的な重点項目」として企業が明示的に捉えている点は新しい示唆である。

（3）運航頻度の向上

　データ分析において，1 航路あたりの投入隻数を比較すると，MSC は Hapag-Lloyd に比べて 1 航路

に投入する隻数が圧倒的に多いことが見て取れる。これは，MSC が高頻度のサービスを提供している

ことを示し，アライアンス全体としてのサービス提供頻度が向上したと言える。

　インタビューの結果から，アライアンスを通じて輸送頻度を高めることが，コンテナ船会社にとって

最も重要な目的の一つであることが確認された。複数社が船舶を共同運航することで，単独では実現で

きない規模での高頻度サービスを提供できるようになる。これにより，荷主はより短い間隔で出荷機会

を得ることができ，船会社へのロイヤリティが高まる。

　岩崎氏も「アライアンスをする目的は，カバレッジを大きく持つこと，補完的ネットワークを作るこ

と」と述べたうえで，スロット・スワップや共同配船によって「各社のリソースを結集し，より多くの

便を設定できることが大きい」と述べている。この発言からも，アライアンスは地理的範囲の拡大のみ

ならず，便数という運航密度の強化を可能にする仕組みであることが分かる。

　以上のことから，アライアンスによる運航頻度の向上は，荷主に対してより柔軟な出荷機会を提供す

るための重要な要素であるといえる。

（4）マーケットシェアの向上

　データ分析において，船舶規模を表す指標（DW，TEU）に着目すると，マーケットシェアを確認で

きる。Hapag-Lloyd 脱退前と MSC とのスロット・スワップ後では，載貨重量トン数や 20 フィートコ

ンテナ個数は約 5％増加していることが見て取れる。Hapag-Lloyd の離脱による輸送能力の低下を，他

の加盟船会社の大型船投入および MSC とのスロット・スワップにより補完し，マーケットシェアはさ

らに強化されたと言える。

　インタビュー結果より，マーケットシェアの拡大は副次的な要素であることが確認された。この結果

は，データ分析の結果とはやや相違がある。小堺氏は，「シェア向上のためにアライアンスを構成する

のではなく，カバレッジや運航頻度が向上した結果としてシェアの向上につながる」としている。

　岩崎氏は，「例えば 10 の規模を持つ ONE が，同様に 10 の規模を持つ他の 2 社とアライアンスを組

んだ場合，アライアンス全体としては 30 の規模になるが自社の規模は 10 のままである」と述べてい

るように，たしかに，実際は各社のマーケットシェアはアライアンス参加後もほぼ一定である。

　Ryoo and Thanopoulou（1999）等の先行研究では，マーケットシェアの拡大は重要な要素として挙

げられている。しかし，本研究の分析により，企業目線においては，マーケットシェアの向上は直接的

な動機にはなりづらいことが明らかとなった。
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（5）オペレーション・シナジーの追求

　インタビューの結果より，オペレーション・シナジーの追求は副次的な要素であることが確認された。

Ryoo and Thanopoulou（1999）によるアンケート調査では，オペレーション・シナジーは 21 項目中最

も高い重要度を示していた。しかし，インタビューで小堺氏は，「アライアンスの一義的なメリットとは，

あくまで多様なサービスネットワークと各航路におけるサービス頻度の充実化である。」とオペレー

ション・シナジーを副次的要素として判断していた。その傾向は Hapag-Lloyd 脱退による穴を MSC

とのスロット・スワップで埋めていたことからも分かる。

　岩崎氏へのインタビューによれば，アライアンスは加盟各社が運航ルールや航路設計を共同で策定・

管理する包括的かつ長期的な協調体制であるのに対し，スロット・スワップは特定航路における短期的

かつ個別的なスペース貸借契約であり，運航ルールを共有するのではなく，相手方の運航体制に準拠し

て実施される。すなわち，アライアンスが「共に運航を設計する」仕組みであるのに対し，スロット・

スワップは「既存の運航に参加する」仕組みであるといえる。ゆえに，スロット・スワップによるオペ

レーション上の効率化よりも，ネットワーク・カバレッジの拡充を戦略的手段としても優先しているこ

とが分かる。

（6）船舶・港湾への投資リスクの削減

　インタビューの結果より，船舶・港湾への投資リスク削減は副次的な要素であることが確認された。

岩崎氏へのインタビューから，アライアンス内での設備への投資額と，交渉力の関係について「短期的

にみると，アライアンス内でも，大きい船舶を出している方がある程度交渉は優位です。」と語られた。

さらに，小堺氏からは，「実際にはアライアンスパートナーとタイミングを揃えて船舶投資などを行う

こともあります。ただ規模や頻度向上に比べ，より中長期的な視点でのメリットと考えられます。」と

判断していることから，副次的な要素にとどまったのではないかと考えられる。

8．結論

　先行研究の整理を踏まえ，アライアンスによる便益を 6 つ抽出した。インタビューを通じて検証を

行った結果，アライアンスの主要な目的はネットワーク・カバレッジの拡充と運航頻度の向上にあるこ

とが明らかになった。単独企業では実現できない広域的・高頻度な輸送ネットワーク構築が競争力の源

泉であり，荷主に対してより広い選択肢と短いリードタイムの提供を可能にする。一方で，スロット・

スワップなどの柔軟な連携形態の拡大は，運航方針の依存という新たなリスクも伴うことが示された。

　最後に，本研究の意義と限界を述べる。

　本研究における実務的意義は，アライアンス再編時にコンテナ船会社がどの便益を最優先すべきかを
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企業内部の視点から検討し，ネットワーク・カバレッジおよび運航頻度の拡充が最も重要であることを

示した点にある。これは単にパートナー選択の判断基準を示すだけでなく，アライアンス再編が頻繁に

起こるコンテナ船業界において，船会社がどのようにネットワーク戦略やサービス品質，顧客維持戦略

を構築すべきかについて，より実践的で実務に即した指針を提示するものである。また企業内部の意思

決定メカニズムを可視化したことにより，アライアンス交渉やスロット・スワップの活用方針といった

運航面での意思決定の際の戦略的な優先順位を指し示す根拠となり得る。さらに，本研究が明らかにし

た便益の重要度は，コンテナ船会社が市場において持続的な競争力を確保するための指針を示している。

広範なネットワークと高頻度のサービスは荷主からの信頼性や利用継続に直結する要素であり，企業が

アライアンスを通じてどのように競争優位を形成・維持するかを考える上での戦略的示唆を提供する。

　また本研究の学術的意義は，先行研究が外部の量的データを用いた手法に偏ってきた点を踏まえ，企

業インタビューで質的データを収集し，アライアンス再編の背後にある企業内部の戦略選択のメカニズ

ムを実証的に捉えた点にある。さらに，先行研究の多くがアライアンスによる便益を並列的に扱い，ま

た量的データに基づいて重要度を推定してきたのに対し，企業内部の視点ではその重要度が一致しない

ことを明らかにした。以上の点から，本研究は海運アライアンス研究における「量的データへの偏重」

と「企業内部視点の欠如」というギャップを補完するとともに，量的データが示すアライアンスによる

便益の順位と，質的データが示す企業内部における戦略的な重要度には齟齬があるという新たな視点を

提示するものであり，アライアンス研究の理論的深化に寄与するものである。

　本研究の限界として，まず，一つのアライアンス事例のみを対象としている点が挙げられる。コンテ

ナ船業界における各アライアンスは，加盟企業の構成や規模などが異なるため，本研究の分析結果を海

運業界全体や他のアライアンスに一般化することは難しい。また，データ分析の手法として鶴田・黒

川・柳澤（2002）に依拠し，ネットワークや船舶規模など運航関連の指標に焦点を当てて分析を行った。

しかし近年のアライアンスは環境規制や脱炭素戦略などのサステナビリティ対応といった新たな次元を

含んでおり，コンテナ船会社の経営戦略に影響を与えうるこれらの要素を反映できていない。

　以上の 2 点を今後の研究の課題としたい。
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添　付　資　料

Ocean Network Express の質問リスト

【Ocean Network Express に関して】

（1）どのような戦略的・運営的な観点から，ONE は THE Alliance を選ばれたのでしょうか。

（2）ONE がパートナー選定をする際，どのような点を重視してパートナー選定を行っているのでしょうか。

【Hapag-Lloyd との関係性に関して】

（1）Hapag-Lloyd と日本郵船は長年同じアライアンスに属し，信頼関係を築かれてきたと認識しております。

　　1）ONE 設立後も関係性は維持されていたのでしょうか。

　　2）ONE 設立にあたり， Hapag-Lloyd との間で新たな調整や信頼構築の工夫などはあったのでしょうか。

（2）Hapag-Lloyd が THE Alliance を脱退した要因についてどのようにお考えでしょうか。

（3）Hapag-Lloyd が脱退する前後で，どういった影響が生じたのでしょうか。

【MSC との関係性に関して】

　2024 年に Hapag-Lloyd が THE Alliance を脱退後， MSC とのスロット・スワップを発表しました。

（1） この動きは， THE Alliance において Hapag-Lloyd が担っていた機能や役割を補完する狙いがあったのでしょ

うか。

（2）ONE としてはこの変化をどう受け止め，今後どのような影響があるとお考えでしょうか？

（3）Hapag-Lloyd と MSC で共通している部分，また異なる部分をお聞かせ頂きたいです。

【HMM との関係性に関して】

（1）2020 年に HMM が THE Alliance に加入しましたが，どのような経緯があったのでしょうか。

【アライアンス全般に関して】

（1） 論文では，「パートナー企業の市場での評判がアライアンス形成の妨げになる可能性がある」とありました。

ONE がアライアンスを組む際には，相手企業の市場での評判をどの程度重視していますか。

（2） 実務上，ONE ではどのような観点（例：企業文化・ネットワーク網・船舶規模）からパートナー間の適合性

を判断されていますか。

（3）アライアンスにおける長期契約・短期契約の違いはどのように決まるのでしょうか。

（4）アライアンスを組む意図と，スロット・スワップを組む意図にはどのような違いがあるのでしょうか。

（5） 先行研究においては，アライアンスを組む際の便益が次のように分類されていました。御社の戦略に当ては

まるものを教えてください。またそれぞれの便益がどの程度重要であるかについて教えてください。

　　1）ネットワーク・カバレッジ

　　2）船舶の空きスペースの有効活用

　　3）運航頻度の向上

　　4）マーケットシェアの向上

　　5）オペレーション・シナジーの追求

　　6）船舶・港湾への投資リスクの削減


